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第１章 都市計画マスタープランの概要 

 

０．背景 

平成９年３月に、望ましいまちづくりを推進するために、地域固有の自然、歴史、

生活文化、産業など地域特性や上位計画・関連計画を踏まえ、住民意向を反映した

土地利用の在り方や交通体系、都市施設、市街地の整備の在り方など総合的に展開し、

下北・上北地域の広域交流の中核都市として、2010年を目標とする目指すべき将来

ビジョンを明らかにし、将来のまちづくり形成の基本的な方針として「野辺地町都市

計画の基本的な方針（マスタープラン）」を策定しました。当時は、公共施設の整備・

集積や土地区画整理事業の着手により、都市としての顔づくりが一層進み、それに合

せて人口も着実に増加していました。 

しかし、その後、公益事業民営化や地方分権化に伴う社会経済の動きのなか、個性

あるまちづくりのあり方が求められていることと同時に、都市再生を視点とした都

市政策の大きな変革を受け入れた都市化の考えが大きな潮流となって、都市政策の

考え方も変遷することになり、開発による都市の拡大路線は終焉を迎えることにな

りました。そして現在、日本は少子高齢化と人口減少社会を迎えており、地方都市で

は大都市圏への人口流出、大都市圏では郊外部の高齢化やスポンジ化、税収の減少、

これまで整備してきたインフラの維持管理費の継続的負担等が課題となっています。 

本町においても、超高齢社会の到来、人口減少、人口密度の低下に加え、地球温暖

化の影響による様々な災害への対応といった面からも、地域社会経済は、多くの課題

に直面することになりました。そうした中、町民の安全で安心な生活環境を確保し、

公平で持続可能性のある公共サービスの提供、公共施設の維持管理を効率的に運営

するためには、今後の行政経営には多様性のあるマネジメントが求められています。 

このような状況の中、都市計画行政は、人々の暮らしや価値観の多様性に柔軟に対

応するためのまちづくりの方向性をより明確に示す必要があります。そのため、都市

計画制度において、人口減少に代表される様々な課題に対応する今後の都市構造の

方向性として、「コンパクト・プラス・ネットワーク」を掲げた「立地適正化計画」

というアクションプランの策定を進めています。 

ところで、本町の都市計画マスタープランは、多機能性を併せ持った魅力的なまち

づくりを進めるため、令和３年に策定された「第６次野辺地町まちづくり総合計画」

や目標年次を令和12年としている「野辺地都市計画区域マスタープラン」の考えに

即したものでなければなりません。 

しかし、現行の都市計画マスタープランは平成９年時の社会経済を背景に作成さ

れたものであるため、現在の統計データや社会経済の情勢とは乖離した方向性を示

していることから、現行の都市計画マスタープランの見直しを行うこととしました。 
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１．役割 

都市計画マスタープランは、市町村の「都市計画に関する基本方針」といい、住民

に最も近い立場にある市町村が、その創意工夫のもとに住民の意見を反映し、まちづ

くりの具体性のある将来ビジョンを確立し、将来の「まち」のあるべき姿を示すとと

もに、次の３つの大きな役割があります。 

（１） 実現すべきまちの将来像を示す 

（２） 個別の都市計画の決定・変更の指針となる 

（３） 住民参加によるまちづくりを促す 

 

２．性格及び位置づけ 

野辺地町都市計画マスタープランは、都市計画法第18条の２で規定する法定計画

です。当該市町村を含む「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」（青森県が定

める都市計画区域マスタープラン）、議会の議決を経て定められた「第６次野辺地町

まちづくり総合計画」に即することとなっています。 

この都市計画マスタープランは、野辺地町のこれからのまちづくりについて、町民

や事業者等の指標となるものであり、関係機関に対して基本的な考え方を示すこと

により、理解と協力を得るためのものです。 

 

図 都市計画マスタープランの位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第６次野辺地町まちづくり総合計画 

即す 

 
 
 

・野辺地町まち・ひと・しごと創生

総合戦略・創生人口ビジョン 

・データヘルス計画 

・健康のへじ 21 

・野辺地町産業振興促進計画 

・人・農地プラン 

・社会資本総合整備計画 

連携 

野辺地都市計画区域 

マスタープラン 

野辺地町都市計画の基本的な方針 

（野辺地町都市計画マスタープラン） 

 

 

・野辺地町橋梁長寿命化修繕計画 

・国土強靭化地域計画 

・地域防災計画 

・野辺地町耐震改修促進計画 

・野辺地町行財政改革大綱 

・公共施設等総合管理計画 

・公共施設等個別施設計画 

（各種個別計画） 
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３．計画区域 

このマスタープランでは、野辺地町都市計画区域を含む、全町域を対象とします。 

 

区分 規模 

野辺地都市計画区域 15.70km2 

野辺地町 81.68km2 

 

４．目標年次 

都市計画マスタープランは、長期的な都市づくりの方針を定めるため、目標年次に

ついては概ね20年間とします。 

また、今後の社会経済の情勢の変化に柔軟に対応するため、必要に応じて見直しを

行います。 

 

計画期間 令和５（2023）年から 20 年間 

 

５．都市計画マスタープランの構成 

都市計画マスタープランは、全体構想と地域別構想の２編で構成されています。 

全体構想では、第６次野辺地町まちづくり総合計画において示された本町の将来

都市像の実現に向け、町域全体のまちづくりの方向性を示します。また、都市計画に

よるまちづくりに係る各種施策を都市計画方針として示します。 

地域別構想では、地域特性や日常生活圏域等をもとに、町域を３つの地域に分け、

それぞれの地域が有する特性や町民のまちづくりへの意向を踏まえながら、全体構

想に基づくまちづくりにおける役割や目指すべき方向を示します。 

 

野辺地町都市計画マスタープラン  

●全体構想  ●地域別構想 

・まちづくりの基本理念  ・地域区分 

・将来目標人口  ・地区別まちづくりの方針 

・都市づくりの目標   

・将来の都市構造   

・都市づくりの方針   

  



4 

 

 

第２章 上位計画の考え方 

 

１．第６次野辺地町まちづくり総合計画 

（１）計画期間 

基本構想：10年間（令和３年度～令和12年度） 

前期基本計画：5年間（令和３年度～令和７年度） 

後期基本計画：5年間（令和８年度～令和12年度） 

（２）将来像 

未来につなげる幸せのまち のへじ 

（３）まちづくりの基本目標と方針 

１ 支え合い切れ目のない保健福祉 

・地域共生社会の実現のため町民と協力して福祉のまちづくりを推進します。 

・支え合いの切れ目のない保健福祉サービスを提供します。 

・子育て支援関係機関と連携・協力し、切れ目のない支援を行い、安心して子ども

を産み育てる環境づくりに努めます。 

・町民が自身の健康管理に努め、安心して医療を受けられるような体制をつくりま

す。 

２ 工夫と連携の地域産業 

・農林水産業の付加価値を高め、担い手を育成します。 

・産業間連携を推進します。 

・事業者を伸ばす支援をします。 

３ 誰もが学べる教育 

・野辺地町で学べたことを誇りに思える学校教育の充実を図ります。 

・様々に学び、学びを活かした地域活動を実践するための生涯学習環境づくりを推

進します。 

・スポーツや文化・芸術活動を推進します。 

４ 住み続けたくなる生活環境 

・防災・減災・救急医療対策を強化します。 

・犯罪のないまちづくりを推進します。 

・道路・交通環境を向上し、利便性を高めます。 

・生活基盤を充実し、生活の質の向上に努めます。 

５ 活用して保全する環境 

・自然環境の保全はもとより、再生可能エネルギーの活用を推進します。 

・美しい野辺地町の景観を守ります。 

・廃棄物や環境負荷の少ない町を目指します。 
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６ メリハリのある行財政 

・協働のまちづくりを推進します。 

・長期的視点に基づき計画的な行財政運営に努めます。 

・広域行政を推進します。 

（４）施策の体系 

     

 

２．野辺地都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（野辺地都市計画区域

マスタープラン） 

（１）目標年次 

令和12（2030）年 

（２）基本理念 

笑顔あふれるまち のへじ 

（３）まちづくりの基本目標 

○快適で便利な都市づくり 

・中心市街地の核となる商店街の活性化を図り、町民の活動を支え快適な暮らしを

営める、人にやさしいコンパクトな市街地の整備を図る。 

・鉄道や路線バス等の公共交通の維持や充実を図ることにより、快適で住み続けら

れる都市づくりを進める。 
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・県内でも雪の多い本区域内において、総合的な雪対策により冬期間でも快適で安

全な暮らしを営める快適な都市づくりを進める。 

○文化と歴史を活かし、自然環境と調和した都市づくり 

・本区域の生活文化と歴史を活かした賑わいのある都市づくりを進める。 

・閉鎖性水域である陸奥湾の水質保全や市街地周辺の農地の保全など、周囲の自然

環境と調和した都市づくりを進める。 

○産業の活性化と環境の保全が調和した都市づくり 

・これまで本区域の経済を支えてきた基幹産業（農漁業及び農産・水産物加工産業）

の強化を図るため、漁港や道路、上下水等の基盤整備を進め、地産地消による地

域内経済循環を高め、異業種交流による新たな製品づくりや起業化を促進する

など地域の産業活動を支える都市づくりを進める。 

（４）目標とする市街地像 
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第３章 本町の現状 

 

１．自然的条件 

（１）地形 

野辺地町は青森県北部の下北半島と夏泊半島に挟まれた、陸奥湾に沿った湾入域

に位置しています。南東部は東北町、北東部は横浜町及び六ヶ所村、西部は平内町に

それぞれ隣接しています。 

全体的に東高西低で、陸奥湾に面して細長く、西には奥羽山脈が縦走し東には丘陵

が続いています。町の区域は、南北に15.8km、東西に18.5kmで、総面積は81.68km2

となっています。河川は、奥羽山脈を源とする野辺地川が町の中心部を北に向かって

流れ、枇杷野川、与田川、二本木川などの支流と合流して陸奥湾に注いでいます。こ

れらの川は、流域の農地のかんがい用水の役割を果たしています。 

 

■面 積 81.68km2 （変更：平成26年10月1日） 

■広ぼう 東西18.5km、南北15.8km 

■東 経 東端141度16分、西端141度03分 

■北 緯 南端40度50分、北端40度58分 

■海岸線 L=19km 

 

（２）気象 

年間を通して西の季節風が強いほか、太平洋側から吹きつける梅雨時のヤマセ（偏

東風）が作物の成育に大きな影響を及ぼしています。降水量は比較的少ない反面、冬

の降雪量が多く、日常生活や交通機関の大きな障害となっています。 
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図 気温の推移 

 

 

図 降水量・降雪量・日照時間の推移 

 

資料：気象庁ホームページ 

（３）地質 

地質は、全般的に非固結性火成岩の堆積による表層腐植土から形成されており、土

壌は水田地帯において壌土と腐植土、畑作地帯では地力の低い、上北平原火山灰土壌

となっています。 

 

（４）土地利用の推移 

平成14（2002）年以降の土地利用の推移を次に示します。平成14（2002）年には

町土の約89％が農用地と森林による土地利用となっていましたが、令和３（2021）

年には約66％となっています。 

-15

-10

-5

0

5

10

15

20

25

30

35

40

1996 2001 2006 2011 2016 2021

H8 H13 H18 H23 H28 R3

（℃）

最高気温（℃） 年間平均気温（℃）

最低気温（℃）

0

500

1,000

1,500

2,000

1996 2001 2006 2011 2016 2021

H8 H13 H18 H23 H28 R3

年間降水量(mm) 年間降雪量(cm)

年間日照時間（ｈ）



9 

 

 

 
資料：固定資産概要調書 

 

２．社会的条件 

（１）広域的位置 

野辺地町は、下北半島と夏泊半島に挟まれた陸奥湾の入り江部分に位置しており、

東南は東北町、東北は横浜町及び六ヶ所村、西は平内町と接しています。県庁所在地

の青森市までは車で１時間ほどの距離にあります。 

 

 

6.2%

6.1%

6.1%

6.0%

5.3%

7.7%

7.6%

7.6%

7.5%

7.0%

3.7%

3.8%

3.8%

3.9%

3.9%

52.4%

49.4%

29.4%

29.4%

29.5%

22.6%

23.0%

23.1%

23.1%

24.1%

1.6%

1.7%

2.2%

2.2%

2.2%

5.8%

8.4%

27.9%

28.0%

28.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H14

H19

H24

H29

R3

田 畑 住宅用地 山 林 原野牧場 雑種地 その他

田 畑 住宅用地 山　林 原野牧場 雑種地 その他
合計面積
（k㎡）

5.03 6.27 3.02 42.79 18.46 1.31 4.73 81.60

6.2% 7.7% 3.7% 52.4% 22.6% 1.6% 5.8%

4.98 6.21 3.08 40.30 18.78 1.40 6.86 81.61

6.1% 7.6% 3.8% 49.4% 23.0% 1.7% 8.4%

4.94 6.18 3.13 24.01 18.81 1.76 22.77 81.61

6.1% 7.6% 3.8% 29.4% 23.1% 2.2% 27.9%

4.89 6.10 3.16 24.05 18.87 1.79 22.84 81.68

6.0% 7.5% 3.9% 29.4% 23.1% 2.2% 28.0%

4.30 5.73 3.22 24.11 19.66 1.82 22.84 81.68

5.3% 7.0% 3.9% 29.5% 24.1% 2.2% 28.0%

平成14年

平成19年

平成24年

平成29年

令和3年

野辺地町 
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（２）人口・人口構成・世帯数 

本町の人口は平成２（1990）年以降、減少が続き令和２（2020）年では12,374人

になっています。 

国立社会保障・人口問題研究所の『日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）

年推計）』によると、令和27（2045）年には7,829人（令和２（2020）年より4,545

人減少）になると見込まれています。 

年齢別人口推移から年齢３区分の割合を見ると、平成２（1990）年以降、年少人

口（15歳未満）は減少傾向にあるとともに、老年人口（65歳以上）は増加傾向にあ

り、少子高齢化が進行しています。また、生産年齢人口も一貫して減少しています。 

世帯数は平成12（2000）年以降、減少傾向にあります。 

世帯人員は一貫して減少しており、その数値は令和２（2020）年で2.28人/世帯と

なっています。 

 

図 年齢別人口推移 

 

 

 

※総人口には年齢「不詳」を含むため、年齢三区分の合計値とは一致しない。 

資料：<H2～R2>国勢調査 <R7～R27>国立社会保障・人口問題研究

所『日本の地域別将来推計人口（平成 30（2018）年推計）』 

 

 

 

 

 

1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年

年 H2 H7 H12 H17 H22 H27 R2 R7 R12 R17 R22 R27

総人口 総人口 16,750 15,969 16,012 15,218 14,314 13,524 12,374 11,714 10,735 9,770 8,802 7,829

0～14歳 3,489 2,860 2,228 1,916 1,612 1,425 1,102 1,027 884 745 620 514

15～64歳 10,975 10,320 10,429 9,453 8,473 7,513 6,556 5,739 5,094 4,500 3,836 3,247

65歳以上 2,286 2,788 3,335 3,847 4,166 4,565 4,713 4,948 4,757 4,525 4,346 4,068

0～14歳 20.8% 17.9% 13.9% 12.6% 11.3% 10.5% 8.9% 8.8% 8.2% 7.6% 7.0% 6.6%

15～64歳 65.5% 64.6% 65.1% 62.1% 59.2% 55.6% 53.0% 49.0% 47.5% 46.1% 43.6% 41.5%

65歳以上 13.6% 17.5% 20.8% 25.3% 29.1% 33.8% 38.1% 42.2% 44.3% 46.3% 49.4% 52.0%

年齢三区分

構成比
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図 世帯数・世帯人員数の推移 

 

 

（３）高齢世帯の現状 

高齢世帯は平成７（1995）年以降、増加傾向が続いています。平成17（2005）年

以降は高齢単身世帯数が高齢夫婦世帯数を上回り、急激に増加しています。 

   

※高齢夫婦世帯＝夫65歳以上，妻60歳以上の夫婦のみの世帯 

※高齢単身世帯＝65歳以上の単身世帯 

資料：国勢調査 

 

（４）自然動態 

国勢調査によると、平成21（2009）年から死亡数が出生数を上回り、令和2（2020）

年まで減少傾向が続いています。 
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（５）社会動態 

社会増は、増減数に差はあるものの、一貫して減少が続いており、人口減少に歯止

めが利かない状況となっています。 

 
 

（６）ＤＩＤ 

本町のDID（人口集中地区）は昭和45年から拡大を続け、昭和60（1985）年をピー

クに縮小傾向にあります。人口密度は減少を続け、平成７（1995）年に一度増加し

ましたが、それ以降は地区指定の目安である40人/ha以下となっていて、令和２年度

より人口集中地区非該当になりました。 

  

87 
35

171 184
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0
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100
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200
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423

300

528

388

-105 -88

-200

-100

0

100

200

300

400

500

600

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

転入数 転出数 社会増減



13 

 

図 DID の推移 

 

 

令和２年以前のDID地区を次に示します。 

図 旧 DID 地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：野辺地町都市計画基礎調査(平成 31 年 3 月)  

総数 人口集中地区 割合（％） 総数 人口集中地区 割合（％） 総数 人口集中地区 割合（倍）

S45 1970年 17,544 8,881 50.6 8,259 160 1.9 2.12 55.51 26.1

S50 1975年 17,994 8,812 49.0 8,259 160 1.9 2.18 55.08 25.3

S55 1980年 18,419 10,699 58.1 8,260 250 3.0 2.23 42.80 19.2

S60 1985年 18,351 10,614 57.8 8,266 260 3.1 2.22 40.82 18.4

H2 1990年 16,750 9,174 54.8 8,156 240 2.9 2.05 38.23 18.6

H7 1995年 15,969 8,978 56.2 8,159 210 2.6 1.96 42.75 21.8

H12 2000年 16,012 7,822 48.9 8,160 201 2.5 1.96 38.92 19.8

H17 2005年 15,218 6,987 45.9 8,160 186 2.3 1.86 37.56 20.1

H22 2010年 14,314 6,485 45.3 8,161 188 2.3 1.75 34.49 19.7

H27 2015年 13,524 5,594 41.4 8,168 188 2.3 1.66 29.76 18.0

R2 2020年 12,374 ー ー 8,168 ー ー 1.51 ー ー

人口（人） 面積（ha） 人口密度（ha当り）



14 

 

（７）行政区の人口密度 

行政区の人口密度は総人口の減少に伴い、減少しています。 

本町の地域ごとの人口集中の傾向を平成27年国勢調査 小地域（町丁・字等別）の

人口密度（人/km2）で次に示します。町中央部に人口が集中しています。 

 

資料：野辺地町都市計画基礎調査(平成 31 年 3 月)より作成 

 
資料：平成 27 年国勢調査 小地域（町丁・字等別） jSTAPMAP より作成 

    

（８）昼間人口比率（周辺市町村との比較） 

本町の昼間人口比率は、平成７（1995）年までは1.0を超えていましたが、平成12

（2000）年以降は1.0を下回っています。 

  

行政区域 都市計画区域 用途地域 白地地域 都市計画区域外

人　口 （人） 15,218 15,109 10,453 4,656 109
面積 （ha） 8,160 1,570 401 1,169 6,590

人口密度 （人/ha） 1.86 9.62 26.07 3.98 0.02

人　口 （人） 14,314 13,442 9,621 4,693 872

面積 （ha） 8,161 1,570 401 1,169 6,591

人口密度 （人/ha） 1.75 8.56 23.99 4.01 0.13

人　口 （人） 13,524 12,885 9,050 3,835 639
面積 （ha） 8,168 1,570 401 1,169 6,598

人口密度 （人/ha） 1.66 8.21 22.57 3.28 0.10

平成17年

平成22年

平成27年
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図 昼夜間人口の推移 

 
資料：国勢調査 

図 令和２（2020）年昼夜間人口比率 

 
資料：令和２年国勢調査 

 

（９）通勤通学に伴う流入・流出人口 

町内の約65.8%が町内で従業・通学しています。町外への通勤・通学先は六ヶ所村

が一番多く、13.3%の人口が流出しています。野辺地町への通勤・通学者は隣接して

いる東北町からの流入が最多となっており、次いで平内町、七戸町となっています。 

町内への流入人口1,342人に対し、町外への流出人口は2,272人であり、930人の流

出超過となっています。 
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表 令和２（2020）年 町内からの通勤・通学による移動 

 

表 令和２（2020）年 町内への通勤・通学による移動 

 

資料：令和２年国勢調査 

 

３．産業 

図 産業別就業者数の推移 

本町の産業別就業人

口は、第一次産業及び第

三次産業が減少傾向に

あります。第二次産業は

平成12年に増加したも

のの、その後減少傾向と

なっています。 

 

資料：国勢調査 

通勤通学
者数

構成比 就業者数 通学者数

7,115 100.0% 5,951 454

4,683 65.8% 3,806 251

2,272 31.9% 2,057 197

六ヶ所村 947 13.3% 946 -

東北町 310 4.4% 310 -

青森市 222 3.1% 107 111

七戸町 218 3.1% 206 6

十和田市 139 2.0% 131 4

2,198 30.9% 1,999 182

44 0.6% 33 11

野辺地町からの通勤通学者数

野辺地町に常住する従業者・通学者

町内で従業・通学

他市町村で従業・通学

県内他市町村への
通勤通学上位5位

県内で従業・通学

他県で従業・通学

通勤通学
者数

構成比 就業者数 通学者数

6,215 100.0% 5,073 444

4,683 65.8% 3,806 251

1,342 18.9% 1,154 183

東北町 312 4.4% 260 50

平内町 205 2.9% 194 11

七戸町 177 2.5% 165 10

青森市 158 2.2% 144 14

十和田市 129 1.8% 109 20

1,312 18.4% 1,125 182

30 0.4% 29 1

野辺地町への通勤通学者数

他県に常住

野辺地町で従業・通学

町内に常住

他市町村に常住

県内他市町村から
の通勤通学上位5
位

県内に常住
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（１）農業 

本町の農業は、平

成７年から、総農

家数は減少してい

ます。経営耕地面

積は、令和２年に

急激に増加してい

ます。 

町総人口と農家

人口の割合を平成

７年と令和２年で

比較すると、平成

７年では農家人口割合が9.2%でしたが、令和２年には0.6％まで少なくなっています。 

 

図 町総人口と農家人口 

 
資料：農林業センサス 

 

図 耕作放棄地面積の推移 

耕作放棄地面積は

年々上昇していて、

特に土地持ち非農家

の面積が増加してい

ます。 

資料：農林業センサス 

※令和２年度調査より「耕作放棄地面積」の調査項目を廃止 

図 農家数・経営耕地面積の推移 
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本町の農業後継者の確

保状況別経営体数をみる

と、57経営体のうち５年

以内に農業を引き継ぐ予

定の後継者がいる経営体

は14であり、43経営体は

５年以内に農業を引き継

がない、または後継者が

いない状況となっていま

す。今後、後継者・担い手

の確保が必要であると言

えます。 

 

（２）漁業 

自営漁業の専業

経営体及び漁業従

業者数は近年、徐々

に回復傾向にあり

ます。 

 

 

 

資料：漁業センサス 

図 年齢別漁業従業者数 

平成15（2003）年

以降の年齢別漁業

従業者数の内訳は、

次のとおりです。従

業者数は増加傾向

にあり、65歳以上の

従業者が増加して

います。65歳以下は

横ばい傾向です。 

資料：漁業センサス 

 

 

図 農業後継者の確保状況別経営体数 

資料：2020 年農林業センサス 

 

図 自営漁業の専業別経営体数及び漁業従業者数 
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（３）商業 

本町の商業動向は

平成11年以降、平成

26年まで事業所、従

業者は減少傾向にあ

りましたが、平成28

年には増加傾向にな

っています。 

一方、年間商品販

売額は平成26年に一

度増加しましたが、

平成28年には減少し

ています。 

町民一人当たり年

間商品販売額を青森

県及び他市町村と比

較すると、県内で20

位以内に入ってお

り、町村の中では7位

となっています。 

 

資料：H28 経済センサス及び市町村及び H28 住民基本台帳に基づく 

人口、人口動態及び世帯数調査/総務省 

 

（４）工業 

本町の従業者4人

以上の事業所数は減

少傾向にあり、平成

31年時点で９事業所

となっています。製

造品出荷額は平成26

年に46.5億円まで減

少しましたが、平成

31年には63.2億円ま

で回復しています。 

資料：<S55～H31>工業統計調査 <H28>経済センサス 

 

図 年間商品販売額等の推移 

 

資料：<H11～H26>商業統計調査 <H28>経済センサス 

図 町民一人当たり年間商品販売額（上位 20 位） 

図 製造品出荷額等の推移（従業者 4 人以上の事業所） 

627

751 761

560
510

423 435

40 45
36

26
16

10 9

80.3 83.8
71.3

59.0
65.6

46.5

63.2

-10

10

30

50

70

90

110

130

150

0

100

200

300

400

500

600

700

800

H1 H6 H11 H16 H21 H26 H31

（億円）（か所、人）

従業者数 事業所数 製造品出荷額



20 

 

４．町民の意向 

今後のまちづくりについて、町民の意識やニーズを把握し、意見を反映したものと

するため、町民アンケートの結果を整理し示します。 

 

（１）アンケート調査の概要 

調査時期：令和元年８月～９月 

調査対象：18歳以上の町民 

配 布 数：2,000 

回 収 数：756 回収率（37.8％） 

調査方法：郵送法 

調査地域：町内全域 

備 考：まちづくり総合計画のアンケートの一部を抜粋 

 

（２）アンケート調査結果 

①町の各環境に関する満足度 

町の各環境について、現在どの程度満足しているかを把握するため、「１ 郷土の

生業（なりわい）を創る」、「２ 郷土の人の生命（いのち）と暮らしを守る」、「３ 

郷土をますます愛し育む「人財」を育てる」、「４ 郷土の人の身体（からだ）と心

を守る」、「５ 郷土の住みやすさを実現する」、「６ 郷土づくりを進める組織と

システムを創る」の６分野33項目を設定し、項目ごとに「満足」、「やや満足」、「普

通」、「やや不満」、「不満」の５段階で評価してもらい、加重平均値による数量化

で評価点（満足度：最高点10点、中間点０点、最低点-10点）を算出しました。 

その結果、満足度が最も高い項目は「上水道」（0.77点）となっており、次いで第

２位が「消防・防災」（0.58点）、第３位が「環境衛生」（0.23点）、以下、「防犯・

交通安全」（0.03点）、「歴史・文化・芸術」（-0.30点）、「社会教育・スポーツ」

（-0.52点）、「景観・自然環境」（-0.71点）、「水産業」（-0.87点）、「地域福

祉」（-0.93点）、「地域間交流」（-0.94点）などの順となっています。 

一方、満足度が最も低い項目は「雇用・企業誘致」（-5.27点）となっており、次

いで第２位が「商業」（-4.36点）、第３位が「観光」（-4.09点）、以下、「公共交

通」（-3.16点）、「工業」（-3.07点）、「行財政」（-2.78点）、「住宅・宅地・

定住環境」（-2.70点）、「雪対策」（-2.34点）、「土地利用」（-2.29点）、「保

健・医療」（-1.75点）などの順となっています。 

設定した33項目のうち、満足度がプラス評価の項目が４項目、マイナス評価の項

目が29項目となっています。 
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②町の各環境に関する重要度 

町の各環境について、今後どの程度重視しているかを把握するため、満足度と同じ

６分野33項目について、「重要である」、「やや重要」、「どちらともいえない」、

「あまり重要でない」、「重要でない」の５段階で評価してもらい、加重平均値によ

る数量化で評価点（重要度：最高点10点、中間点0点、最低点-10点）を算出しまし

た。 

その結果、重要度が最も高い項目は「雇用・企業誘致」（7.31点）となっており、

次いで第２位が「保健・医療」・「雪対策」（同点6.78点）、第４位が「学校教育」

（6.70点）、第５位が「社会保障」（6.66点）、以下、「消防・防災」（6.48点）、

-1.26
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郷土の生業（なりわい）を創る

郷土の人の生命（いのち）と暮らし

を守る

郷土をますます愛し育む「人財」を

育てる

郷土の人の身体（からだ）と心を

守る

郷土の住みやすさを実現する

郷土づくりを進める組織とシステム

を創る

図 町の各環境に関する満足度（全体）   （単位：評価点） 
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「子育て支援・児童福祉」（6.40点）、「防犯・交通安全」（6.35点）、「高齢者福

祉」（6.31点）、「商業」（6.29点）などの順となっています。 

これら上位10項目をみると、４項目が医療・福祉分野、２項目が産業・雇用分野、

安全・安心分野、１項目が生活基盤分野、教育分野の項目となっており、健康・福祉

のまちづくりと安全・安心な住環境づくりなどが重視されていることがうかがえま

す。 

 

 

③今後の定住意向 

今後の定住意向を把握するため、「住み続けたい」、「どちらかといえば住み続け

たい」、「どちらかといえば住み続けたくない」、「住み続けたくない」の中から１

つを選んでもらいました。 

その結果、「どちらかといえば住み続けたい」と答えた人が34.1％で最も多く、こ

れと「住み続けたい」（24.3％）をあわせた“住み続けたい”という人が58.4％とな

図 町の各環境に関する重要度（全体）     （単位：評価点） 
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っています。これに対し、“住み続けたくない”（「どちらかといえば住み続けたく

ない」（28.4％）と「住み続けたくない」（7.1％）の合計）という人は35.5％となっ

ています。 

図 今後の定住意向（全体・性別・年齢・職業・居住年数） 

 

④住み続けたい理由 

③今後の定住意向で「１.住み続けたい」または「２.どちらかといえば住み続けた

い」と答えた人（全体の58.4％・442人）に、住み続けたいと思う理由についてたず

ねたところ、「住み慣れて愛着がある」（67.2％）が他を引き離して第１位にあげら

れ、次いで「自然環境が良い」（42.3％）が第２位、「買い物など日常生活が便利」

（30.8％）が第３位、「近所付き合いがしやすい」（18.1％）が第４位、以下、「働

く場所がある」（12.4％）、「道路交通の便が良い」（9.7％）、「公園や緑地が多い」

（9.3％）、「保健・医療サービスが整っている」（7.2％）、「公共交通が利用しや
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すい」（4.8％）、「地域の連帯感がある」（4.3％）、「福祉サービスが整っている」・

「消防・防災・防犯体制が整っている」（同率4.1％）などの順となっています。 

図 住み続けたい理由（全体／複数回答） 

 

⑤住み続けたくない理由 

③今後の定住意向で「３.どちらかといえば住み続けたくない」または「４.住み続

けたくない」と答えた人（全体の35.5％・269人）に、そう思う理由についてたずね

たところ、「働く場所が少ない」（54.3％）が第１位、「保健・医療サービスが整っ

ていない」（44.6％）が第２位、「活力ある産業がない」（28.3％）が第３位にあげ

られ、以下「子育て・教育環境が整っていない」（22.7％）、「買い物など日常生活

が不便」（21.6％）、「公共交通が利用しにくい」（17.8％）、「まちに対して愛着

があまりない」（16.0％）、「行政サービスが充実していない」（13.4％）、「福祉

サービスが整っていない」（10.8％）、「上・下水道などの生活環境が整っていない」

（8.9％）、「文化・スポーツ環境が整っていない」（7.1％）、「道路交通の便が良

くない」（5.9％）、「近所付き合いがしにくい」（5.2％）、「地域の連帯感が乏し

い」（4.1％）などの順となっています。 
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図 住み続けたくない理由（全体／複数回答） 

 

⑥特に重点を置くべきだと思う取り組み 

今後どの分野に力を入れるべきかについては、「人口減少対策」（29.8％）が第１

位にあげられ、次いで「保健・福祉の分野」（18.1％）が第２位、「産業振興の分野」

（14.9％）が第３位となっています。 

これら以外では「子育ての分野」（11.9％）、「町政運営の分野」（10.3％）、「教

育の分野」（4.0％）、「都市基盤整備の分野」（2.6％）、「交通の分野」（2.2％）、

「防災・防犯の分野」（1.7％）、「環境保全の分野」（1.1％）、「生涯学習の分野」

（0.4％）などの順となっています。 
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図 特に重点を置くべきだと思う取り組み（全体、性別、年齢、居住地区） 

 
⑦今後どのようなまちにしたいか 

今後どのようなまちにしたいかについては、「保健・医療・福祉の充実したまち」

（63.1％）が他を引き離して第１位にあげられ、次いで「安全・安心な住環境の整備

を優先するまち」と「保育・教育環境が充実したまち」（同率37.3％）が同率第２位、

「商業の振興や企業立地を推進するまち」（35.2％）が第４位となっており、以下、

「美しい自然環境や景観が誇れるまち」（23.1％）、「農林水産業を中心として発展

するまち」（21.6％）、「観光や交流事業を進めるまち」（14.8％）、「生涯学習等

やスポーツ活動が活発なまち」（11.6％）、「ＩＴサービスの充実した情報化が進ん

だまち」（5.8％）などの順となっています。 

図 今後どのようなまちにしたいか（全体／複数回答） 
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第４章 全体構想 

 

１．まちづくりの基本理念 

第６次野辺地町まちづくり総合計画や野辺地都市計画区域マスタープランのめざ

すまちづくりの基本理念を踏襲して、本町のまちづくりの将来像を 

「全ての町民が幸せに住み続けられるまち のへじ」とします。 

 

２．将来目標人口 

国勢調査を基にした国立社会保障・人口問題研究所による本町の人口推計では、今

後減少を続け、2045（令和27）年には7,829人となり、その後も減少を続けることを

予測しています。 

一方、野辺地町まち・ひと・しごと創生人口ビジョンでは、人口減少に対する対策

を講じることで2045（令和27）年に8,829人となるまちづくりを目指しています。 

本マスタープランでは、今後、雇用の場の拡大や、人口減少社会に対応して、全て

の世代の人々が住みよいまちづくり、若い世代の結婚・出産子育ての希望実現のため

の支援、次世代を担う若い人財育成に取り組んでいくことで、人口減少による影響を

最小限のものとし、計画期間である2043年の人口を、8,800人を目標値として設定し

ます。 

 

３．都市づくりの目標 

全ての町民にやさしく暮らしやすいコンパクトな市街地を今後も維持するととも

に、野辺地都市計画区域マスタープランに即し、次のような３つの視点を基本とした

都市づくりを推進します。 

（１）快適でやさしい都市づくり 

・中心市街地の核となる町役場の新築により、周辺の都市環境を整備するとともに

商店街の活性化を図ります。また、町民の活動や快適な暮らしを支える行政サー

ビスを提供するために持続可能な都市経営を可能にするためのコンパクトで密

度の高い市街地の形成を維持します。 

・鉄道や路線バス等の公共交通の維持や充実を図ることにより、超高齢社会に対応

した、「歩いて暮らせる」都市環境を整備することで、快適に住み続けられる都

市づくりを進めます。 

・県内でも雪の多い本区域内において、総合的な雪対策によりすべての町民が冬期

間でも快適で安全に暮らすことができる都市づくりを進めます。 

（２）文化と歴史を活かし、自然環境と調和した都市づくり 

・本町の生活文化と歴史、海と山に囲まれた恵まれた自然や景観を活かした賑わい
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のある都市づくりを進めます。 

・閉鎖性水域である陸奥湾の水質保全や市街地周辺の農地の保全など、水と緑に囲

まれた周囲の自然環境と調和した都市づくりを進めます。 

（３）産業の活性化と環境の保全が調和した都市づくり 

・これまで本町の経済を支えてきた基幹産業（農漁業及び農産・水産物加工産業）

の強化を図るため、漁港や道路、上水道等の基盤整備を進め、地産地消による地

域内経済循環を高め、異業種交流による新たな製品づくりや起業化を促進する

など地域の産業活動を支える都市づくりを進めます。 

 

４．将来の都市構造 

４-１ 将来都市構造の基本的な考え方 

本町の都市構造は次の４つの連携軸を中心にして、市街地はコンパクトに形成さ

れています。 

（１）都市連携軸 

交通結節点の野辺地駅周辺とまちの中心部を結ぶ幹線道路からなる連携軸 

市街地ゾーンの中心部と電車・バス・道路の交通結節点の機能を持つ野辺地駅周辺

を結ぶ軸を主軸とし、町内の円滑な移動、他都市との円滑な交流を可能とします。 

（２）自然環境保全エリア（緑の連携軸） 

市街地ゾーンの外周に広がる農地や山林等の自然環境の保全を図る連携軸 

豊かな自然環境を維持するとともに、この環境を利用した健康レクリエーション

施設の整備を充実し、町の資源として活用することを検討します。 

（３）自然環境保全エリア（水の連携軸） 

豊かな自然を持つ陸奥湾の海岸線に連続するウォーターフロントを水の連携軸、 

漁業の強化のための基盤整備、観光・レクリエーションや保健休養の拠点として野

辺地海浜公園、常夜燈公園、野辺地潮騒公園等の保全を図ります。 

（４）広域交流連携軸 

広域幹線道路である国道４号と下北半島縦貫道路、野辺地駅を基点とする青い森

鉄道線とＪＲ大湊線が他都市間との円滑な交流・物流を支える広域交流連携軸 
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図 骨格構造のイメージ 

 

 

４-２ 都市構造の構成要素 

（１）中心拠点 

現在建替えを計画している、行政の中心である野辺地町役場周辺地区を中心拠点

とします。 

（２）都市拠点（交通結節点） 

青い森鉄道（株）の運行する青い森鉄道線と東日本旅客鉄道（株）が運行するＪＲ

大湊線の交通結節点である野辺地駅を中心とする野辺地駅周辺地区を都市拠点とし

ます。 

（３）商業拠点 

市街地の内部に進出している商業施設及び住宅街に隣接した郊外の大規模商業モ

ールを商業拠点として、町民の利便性を支える施設として位置付けます。 

（４）緑の拠点 

住民の様々なスポーツの需要に応える野辺地町運動公園と市街地の中にあって自

然環境に恵まれた住民の憩いの場としての愛宕公園を緑の拠点として位置付けます。

また、柴崎地区をレクリエーション拠点として位置付けます。 

（５）水の拠点 

野辺地海浜公園、常夜燈公園、野辺地潮騒公園を水の拠点とし、これらを結ぶ歩行

者動線を含めて、水に親しむためのシーサイド空間を水の拠点として位置付けます。 

  

自然環境保全エリア 

（水の連携軸） 

自然環境保全エリア 

（緑の連携軸） 

町役場 

周辺 

野辺地

駅周辺 

都
市
連
携
軸 

市街地ゾーン 
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図 将来都市構造図 
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５．都市づくりの方針 

５-１ 土地利用 

本町の土地利用計画図を次に示します。 

本町の都市計画区域の市街地は、外周に広がる農地や山林等の自然環境が、農業振

興地域の整備に関する法律、森林法などによる土地利用規制がされており、市街化の

拡大圧力を適切に制御している状況です。そのため、計画的な市街地整備や環境保全

が図れるものと考えられ、本区域には区域区分を定めないものとしています。このよ

うな都市構造により、市街地の拡大が抑制されてきたことから、コンパクトな市街地

の形成が維持されてきました。 

 

図 土地利用計画図 

 

 

５-２ 都市施設の方針 

（１）交通施設の方針 

①道路の方針 

市街地内の通過交通を排除し、交通の円滑な処理を図るため、3･5･7大月平一ノ渡

線により、下北半島縦貫道路に沿った大月平周辺から中屋敷周辺を結び、3･3･1一ノ
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渡中渡線とともに市街地を取り囲む道路網を形成します。 

また、野辺地駅と下北半島縦貫道路や国道を結ぶため、駅前広場から放射状に都市

計画道路を配置することで、市街地の骨格道路である国道279号との連携軸の強化を

図ります。 

市街地の発生交通を効率よく広域幹線道路に運ぶため、市街地中央に縦横断的に

都市計画道路を配置します。 

②鉄道の方針 

鉄道は、大量輸送性、速達性、定時性、広域性などの面で優れた交通機関であるこ

とから、青い森鉄道（株）の運行する青い森鉄道線のほか、東日本旅客鉄道（株）が

運行するJR大湊線を広域交通網を支える｢公共交通軸｣の基本として位置付けます。 

 

図 交通施設方針図 

 

 

（２）公園・緑地の方針 

土地利用計画図に示したとおり、野辺地町運動公園を住民の様々なスポーツ需要

に応える施設として位置付けます。また、愛宕公園は自然環境に恵まれた日常の住民

の憩いの場として位置付けます。この２つの都市公園は、町民の様々な交流を支える

場であることから、今後も維持・保全を図ります。 
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また、ウォーターフロントの歩行者導線上にある野辺地海浜公園、常夜燈公園、野

辺地潮騒公園等の維持・保全を図ります。 

（３）上下水道及び河川の方針 

平成15年度までに、処理場用地約3.5ha・ポンプ場用地約0.03haを取得し、管きょ

延長約２㎞を敷設しました。その後、厳しい財政事情等を理由に、平成16年度から下

水道事業を休止していました。今後、人口減少及び高齢化が進む中での町の今後の財

政状況を踏まえ、汚水処理を合併浄化槽による個別処理へ切り替えることとしまし

た。 

（４）その他都市施設の方針 

転入・交流人口の増加や多様化する住民の生活ニーズに対応する公共公益施設を、

アクセス性などを勘案し、コンパクトなまちづくりを意識しながら適切に誘導配置

し、整備を図ります。 

また、公共施設等総合管理計画に基づき、公共施設等の総量の適正化や長期的視点

による長寿命化対策を推進し、民間活力の活用や県・近隣自治体との広域連携を検討

する等の適切な維持管理を図ります。 

 

図 都市施設配置図 
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５-３ 都市環境 

（１）都市環境形成 

本町の市街地は、美しい山林と海辺といった恵まれた自然環境に囲まれる様に形

成されている。そのためこの自然環境との調和を図り、保全・育成し共存することに

より、本町独自のダイナミックな環境が演出されるまちの形成を目指します。 

（２）環境形成のためのまちづくり 

2015年9月に国連で開かれたサミットにおいて、2030年を年限とする持続可能な

開発目標として「SDGs（Sustainable Development Goals）」が提唱されました。とり

わけ、環境問題については、様々な視点から目標を定めています。これらの提言を地

域として真摯に受け止め、できることから進めていくことが、今後の全世界の環境形

成のためのまちづくりに必要な要素となっています。 

 

 

 

５-４ 市街地整備 

・人口減少が加速化する中、市街地の拡大や、これに伴う土地区画整理事業等によ

る新たな開発については、制限を行います。 

・市街地のスポンジ化を抑制するため、市街地内に点在する空き地等の有効活用を

図ります。 

・今後の超高齢社会に対応するため、高齢者向けの医療施設の充実や、バリアフリ

ー住宅の促進を図ります。 

・積雪対策として除雪・排雪を効率的に継続していくことで、冬期間の住民の生活

行動の向上を進めます。 
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５-５ 住民参加のまちづくり推進 

（１）基本的な考え 

海と山に囲まれた自然環境の恵みに敬意を払うとともに、これを大切に保全しつ

つ、快適で安全なまちづくりを進めていくためには、行政と住民、民間事業者がより

よいパートナーとして、それぞれの役割を明確に確認した上で、責任を分担し、協働

してまちづくりを実践していく必要があります。 

①住民の役割 

行政が発信するまちづくり情報や問いかけに、積極的に意見やアイデアを提供す

るとともに、集落（自治会などが中心となった）コミュニティを基本とした地域のま

ちづくりに向けて住民が意見や考えを出し合い、地域住民の生活を支える小さな拠

点の形成を強化します。 

②民間事業者 

民間事業者のノウハウを生かし、様々な場面、行政経営、行政資産の運営、都市計

画制度に基づく事業等に対し、市場経済や地域を取りまく社会経済の動き等につい

て、民間事業者の拠点から積極的に協力や貢献に努めます。 

③行政の役割 

まちづくりや公共公益施設の維持管理、公共事業の方針、これを運営するための財

政状況等を積極的に公開した上で、とりわけ総合計画等において必要とされる施策

について都市計画との調整を図り、住民の理解を得た上で、民間事業者との連携を図

り効率的・効果的に計画を推進します。 
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第５章 地域別構想 

 

１．地域区分 

地区別構想は、全体構想との整合を図りながら、この改定都市計画マスタープラン

においては都市計画区域を３つの地区に区分し、各地区の目指すべき市街地像及び

実現すべき施策の方向性を示します。 

 

図 地域区分図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 都市拠点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

町役場周辺
地区 

東部地区 

西部地区 

町役場周辺
地区 

東部地区 

西部地区 
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２．町役場周辺地区 

２-１ まちづくりの方針 

（１）土地利用の方針 

商業系 

・中心都市拠点である町役場周辺地区は町の顔として、商業・業務地と

して位置付け、住民が日常の生活を快適で便利に暮らすための商業・

業務機能の集積を図ります。 

・高齢社会においても、市街地の中心にある大型商業施設と郊外型大

型商業モールの利用が可能となるような公共交通網との連携を図り

ます。 

・野辺地駅周辺地区は、公共交通の結節点であることから、都市拠点と

して位置付け、商業・業務機能の再編を図ることでにぎわいのある町

の玄関口として演出します。 

・既存商店や業務地等が集積する市街地においては、空き家や未利用

地の有効利用を積極的に図ることで、商業・業務機能及び住宅地が適

度に混在した、「歩いて暮らせるまち」の都市構造を推進します。 

産業系 

・野辺地港周辺と大月平地区は基幹産業である漁業の加工施設立地地

区として基盤整備を進め、振興を図ります。 

・国道４号と野辺地駅に挟まれた準工業地域に工場や流通等の各種施

設の集積を図り、物流基地としての整備を検討します。 

住宅系 

・商業・業務地区と住宅地区の土地利用の明確な線引きは、活動手段と

して、自動車を中心とした移動手段が前提となります。今後の超高齢

社会に対応した「歩いて暮らせるまち」を形成するためには、市街地

内の土地利用制限の緩和を図り、生活空間としての共存を図ります。 

・国道４号沿道は、土地利用を秩序あるものとするため、地区計画等の

導入により計画的な市街地の形成を誘導します。 

農業・ 

自然系 

・野辺地川は、町民の日常生活を豊かにする緑地空間として保全・整備

を図ります。 

・野辺地海浜公園周辺の海岸部は海水浴場を中心として、来訪者との

交流拠点を形成していることから、海浜公園としての機能強化を図り

ます。 

・既存市街地では、住民の身近な緑地となる街区公園の適正な整備を

進めます。 

・山林、河川は、本区域を代表する自然環境であることから都市の快適

性を提供する自然として保全します。 
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（２）交通体系の整備方針 

道路 

・国道 279 号は、中心商店街を貫徹する幹線道路として、景観、街並

みに配慮した道路として整備を要望します。 

・中心街との連携強化と歩行者等の安全確保のための、都市計画道路

及び幹線道路等の歩行空間の整備を進めます。 

公共 

交通 

・交通結節機能を強化することで野辺地駅を交流拠点として位置付け、

地域の顔として駅前広場を中心としてバスターミナルやタクシープ

ールといった地域交通を支える機能強化を図ります。 

（３）みどり・レクリエーションの整備方針 

・鉄道防雪林など、景観上重要な緑地帯の保全と活用を図ります。 

・海岸線は、本区域を代表する自然環境であることから都市のうるおいと快適性を

提供する自然空間としての環境を整備・保全します。 

（４）その他都市施設、まちづくりの方針 

・交通結節点である野辺地駅前の空間を野辺地町の玄関口として、町のイメージや

施設への誘導が来町者にもわかりやすく設え、装置の整備を促進します。 

・休耕地・未利用地、空き家・空き地の有効利用を積極的推進のための公共施設等

の再編等を総合計画と連携して検討します。 

・本地区は、急傾斜地・土砂災害・津波・洪水等の災害危険区域等を含んでいるた

め、野辺地町国土強靭化地域計画に基づく防災指針との連携を図ります。 
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図 町役場周辺地区のまちづくりの方針 
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３．西部地区 

３-１ まちづくりの方針 

（１）土地利用の方針 

産業系 
・野辺地潮騒公園周辺は基幹産業である漁業の加工施設立地地区とし

て基盤整備を進め、振興を図ります。 

住宅系 

・国道４号沿線は古くからの集落が形成されていて、地域のまとまり

が強いことから、コミュニティの持続可能性を推進します。 

・国道４号沿道は、土地利用を秩序あるものとするため、地区計画等の

導入により計画的な市街地の形成を誘導します。 

農業・ 

自然系 

・有戸鳥井平、蟹田などの優良な農地は、農産物の生産の場であるとと

もに都市の貴重な景観要素でもあることから、今後も環境の保全を図

ります。 

・山林、河川は、本区域を代表する自然環境であることから都市のうる

おいと快適性を提供する空間として維持・保全を図ります。 

（２）交通体系の整備方針 

道路 
・住宅地の日常の生活を支える都市基盤整備が遅れています。とりわ

け、歩道・生活道路の整備を促進します。 

公共 

交通 

・公共交通として現在民間の路線バスに依存していることになるため、

超高齢社会に対応した交通手段としての公共交通の継続性の確保を

図ります。 

（３）みどり・レクリエーションの整備方針 

・陸奥湾の海岸線は、本町を代表する自然環境であることから町民のやすらぎとの

快適性を提供する空間として保全します。 

・自然景観に十分に配慮しながら、町内の豊富な観光資源を生かすために、町で整

備したレクリエーション施設を周辺保養施設の温泉やアクティビティ等と組み

合わせ、アウトドアを満喫できる施設として活用を推進するとともに、歴史遺産

についてはその整備を進めます。また、漁港周辺の整備も進展させ観光産業の多

角的展開を図ります。 

（４）その他都市施設、まちづくりの方針 

・本地区は、急傾斜地・土砂災害・津波・洪水等の災害危険区域等を含んでいるた

め、野辺地町国土強靭化地域計画に基づく、防災指針との連携を図ります。 

・地域特性である観光資源を有効利用するために、PR活動を積極的に展開します。

堅調に増加傾向にある観光入り込み客数の増加を図り、地域の活性化の促進に

つなげます。 

・また、地域特性を活かし、化石燃料に頼らない再生可能エネルギーによる電力の

供給について検討します。 
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図 西部地区のまちづくりの方針 
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４．東部地区 

４-１ まちづくりの方針 

（１）土地利用の方針 

産業系 
・農業者、農業後継者、地区住民の共同利用施設（農村型保養施設、農

村型レクリエーション施設など）の設置を検討します。 

住宅系 

・既存の住宅地の生活を支える都市施設の整備の促進に努めます。 

・宅地造成にあたっては自然環境の保全に努め、災害危険区域等に留

意するとともに、乱開発を防止します。 

・国道４号沿道は、土地利用を秩序あるものとするため、地区計画等の

導入により計画的な市街地の形成を誘導します。 

・野辺地駅西側の地域は文教施設と連携した住宅専用地としての土地

利用を誘導することで、調和のとれた環境整備を図ります。 

農業・ 

自然系 

・山林、河川は、本区域を代表する自然環境であることから都市の快適

性を提供する空間として保全します。 

・公園、緑地の適正配置を図ります。住宅地においては街区公園、緑地

の維持・保全を図ります。 

・野辺地町運動公園と愛宕公園は様々なスポーツ、レジャー、憩いの場

として、多世代の町民の集う交流拠点であることから、今後も維持・

保全を図ります。 

・農業用地の保全と農業生産の向上を図ります。 

・自然景観の保全上から農用地の他用途変更は基本的に抑制します。 

（２）交通体系の整備方針 

道路 
・中心街とのアクセスを強化するとともに、利便性の向上のため、幹線

道路との連携を図ります。 

公共 

交通 

・公共交通として現在民間の路線バスに依存していることになるため、

超高齢社会に対応した路線の継続性の確保を図ります。 

（３）みどり・レクリエーションの整備方針 

・野辺地町運動公園については、現在の様々なスポーツの拠点としての維持・管理

の継続を図ります。 

・愛宕公園は、町民の日常の中で気軽に利用できる憩いの場として、安全・安心に

配慮した環境の整備を推進します。 

（４）その他都市施設、まちづくりの方針 

・地域住民の生活を支える生活環境基盤の整備を推進します。 

・公立野辺地病院は北部上北地域の中枢医療センターとして機能整備・充実を図る

とともに、病院周辺環境の整備を推進します。 

・野辺地駅西側の地域は文教地区として環境整備を推進します。 
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図 東部地区のまちづくりの方針 

 

 

 


